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１．序
現代の科学は、人間の存在（生活）を視点と
する限り、社会文化の形成過程を踏まえつつ、
真理の探究に邁進しているといえよう（1）。法学
においても、第二次大戦中のナチス・ドイツの
残虐極まる国家行為等を反省して、国際連合憲
章第１条以下に「…文化的（cultural）…国際
協力（international cooperation）」の目的を掲
げ、「国際的平和と安全（international peace
and security）」の達成を、いわば社会文化の形
成の道筋として国際法学はもちろんのこと、各
国法学分野が共通に踏まえるべき道程と自覚し
つつ、その到達点を真理として探究していると
いうことができる（2）。
わが国現行憲法においても、第25条１項に
「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生
活を営む権利を有する」と規定し、旧憲法をは
じめ国家法上およそ最初の表現たる「文化」の
文言を規定した。これは、旧憲法下の天皇主権
に基づく軍国主義体制における“八紘一宇”思
想を根幹とする“大東亜共栄圏”構想の世界武
力侵略行為の結末たる惨劇の敗戦を経て、その
日本人民の深い反省を踏まえた何よりも国家の
平和そして国民の人権尊重の民主主義体制への
転換を希求する憲法規定の表現といえる（3）。
本来、「文化」（Culture）の意味として、一般
的にいえば、各種社会における生活様式たる習
俗、道徳等あるいは種々の制度の独自性とその
間の相対性の価値の形成として理解されるが（4）、
法文および法規定上ではそれ自体の明確な意義
づけはなされていない。ここでは「文化概念」
として以下に述べていくように、まず、法が
各々の社会・国家の秩序形成・維持のための社
会規範として各社会・国家により精神的および
物理的に運用されるべきものとの認識の上に、
その論理的な目的として社会の成員・国家の国
民における幸福な生活の実現→社会・国家それ
自体の平和な存立→そして全世界・人類として
の「文化」の形成との連携概念として捉えてお
きたい。
この意味の概念で「文化」を問題にすると、
社会・国家という全体を構成する個人の存在
が、まず、重要な価値として法的規律対象とな
り、憲法以下の人権保障の法体系・法内容によ
る幸福な存在・生活が実現されるところに「文
化」が発現する。次に、社会・国家なる全体そ
のものの存在が、同価値として法的規律対象と
なり、憲法以下の統治体制の法体系・法内容に
よる平和な存立・確立が実現されるところに
「文化」が拡大する。さらに、世界・人類なる
規模への拡大が価値の延長として法的規律対象
となり、国際法等による共存体制の法体系・法
内容による「文化」が形成されると理解し得る
のではなかろうか。
わが国の法体系あるいは法理論において「文
化概念」は、現在のところ必ずしも明確にされ
てはいないが、前掲憲法第25条“生存権保障”
の重要性は社会保障（福祉）の充実等において
顕著であり、その「文化的生活」とは何かの法
概念そして「文化的生活を保障する」との法的
意義について、法理論上でも法運用上でも明ら
かにすることが要請されているといえる。こう
した問題意識を基本として講義科目たる「法文
化論」の考察準備から検討過程そして原案作成
さらに課題展望への試行内容を以下に提示しつ
つ、本問題の今後のさらなる展開の一里塚とし
ておきたい。
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付記：本論稿は、筆者が所属する盛岡大学文学部社会
文化学科が平成17年度開設され、翌18年度から２学
年次生を対象に当学科の専門選択科目として開講し
た「法文化論」の講義科目を３年間担当した内容を
整理しつつ、今後の講義内容のさらなる充実を期す
ための基礎理論の構築を目的に、再検討を続けてい
る途中経過報告である。
２．文化科学としての法学
法学は、科学として歴史的に古代ギリシャ哲
学を基礎に現代的展開を遂げている。この意義
を、わが国現代法学を理論的に確立した先駆者
である牧野英一博士は（以下、牧野と略させていた
だく）「……哲学的見解が、法律上の観念に影響
を及ぼして、法理学上の新らしい見解が出来る
……法律学では一の理想を構成し、之を維持し、
之に向けて進むことを要する……法律は社会文
化の反影として、絶えず変化し発達するもので
ある」（5）とされている（下線は筆者による。以下も
同じ）。これは、わが国において法学理論上「文
化概念」を捉えて、それをいわば法理念として
広く深く究明された最初の論述であるといえる
（本書は大正６年４月６日刊）。
牧野は、それ以降膨大な著作のなかで、法学
における「文化」概念・理念・法則なる追求を
公にされてきた（6）。本論述を進めるにつき、ま
ずその著作の可能な限りの内容から教えを得て
おかなければならない。
牧野は、まず法学上「文化」をいかに理解する
かにつき、イエーリング（Rudolf von Jhering）
の見解から「旧時の法律にはその旧時に於ける
文化現象として相当の意味がある……その法律
は、その文化作用を営みつつ、われわれの法律
にまで進化して来た……旧時の法律とその文化
との関係裡に成立する合理性を明らかにして、
われわれの社会に適用すべき合理性を示すもの
である」従って、「旧時の法律に現われた社会
的作用を批判することに因って、われわれの現
在の文化が法律に対し如何なる要求を持って居
るかを知ることができる」（7）とされている。つ
まり、人間社会の諸々の発展過程が歴史的な文
化現象として意味をもつ故に、社会的価値は全
て文化作用の進展のなかに形成されることにな
り、結局、法律の形成においても社会的作用と
しての文化が基礎になると捉えられている。
この把握を前提に、さらに「法律学は一の文
化科学である。法律なる文化現象に依って、わ
れわれの生活の文化的価値を考え、文化的理想
を論ずる学である。──法律学の一科として法
律の解釈に関する学術的研究も亦此の意義に於
ての文化科学である。……此の立場から、法律
の解釈も亦一つの創造である……」（8）とされ、
上述した法律の形成（具体的に解釈も含み）が社
会的価値として文化作用の進展として為される
ことから、法学をもって文化科学と称されるの
である。そのいう文化科学の意義は、「歴史は
価値を明らかにするもの」つまり「論理的には
価値を予定することに因ってのみ歴史の文化科
学たる意味が理解され得る」故に「文化に対す
る価値判断を明らかにするものである……」（9）
ことから、「法律学は、歴史と同じく─の経験
的文化科学である」（10）とされる。
この意義をもつ法学の役割として、牧野は専
門の刑法学上から、昭和初期に立法化された行
刑累進処遇令の教育刑主義の登場以降、「この
新立法は、従来の法治国における法律が制限機
能を専らにしたのに対し、新たに促進機能を重
要視することになった…」つまり「……刑罰が
教育化するに従ひ」「法治国思想に対する文化
国思想がここに明らかにされ……国家の文化的
使命を全うすべく……ここに罪刑法定主義は、
その意義を一変することになった」（11）とされ
る。ここに、「古い形式においての罪刑法定主
義を止揚して、これに新らしき内容を持たしめ、
法治国主義を表明するその原則─すなわち個人
の人格の保障─を新たな文化理念の下に理解す
る……新たな内容とは教育刑の意義で、新たな
文化理念とは社会と個人との調和である」（12）と
されている。つまり、法学を文化科学と捉える
ことは、国家理念を法治国主義・思想を新たに
止揚した文化理念による「文化国主義」（13）をめ
ざす役割を担うこととされている。
そして、その文化国の理念につき「国家が、
法学における文化概念の考察（藤沢　攻）
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単に法律に依って制限されるといふ……もので
なく、反対に、法律に依って文化的に行動せね
ばならぬ、といふことを意味するのである。国
家の行動を法律上消極的に理解すべきでなく、
積極的に考定せねばならぬ、といふのである。
換言すれば、文化の担当者として国家は常にみ
づから進んで文化を促進せねばならぬのであ
る」（14）とされ、つまり国家が文化理念に基づ
く文化国家となるためには、法学上からすれば、
国家の存立・運営が文化科学たる法学による積
極的な法律の定立に基づき、文化の形成に向っ
て為されなければならないとされている。結局、
わが国現代法学の先駆者として、牧野は法が歴
史的な文化現象なる意味を有し、法の制定自体
がその意味の文化作用であると捉え、法制定の
主体たる国家もまた文化的使命を担うことか
ら、法の制定・運用そのものが文化国家の存
立・運営に直結するものとして、法の科学的探
究の価値理念から法学は文化科学なりと究明さ
れた。
牧野は、特に刑法研究を通し（その主観主義
刑法論・教育刑論）、わが国現代法学を確立し
た先駆者であるが、その理論的基礎をドイツ近
代刑法学の祖リスト（Franz von Liszt）から
得られたのは周知のことであり、その「リスト
同門の弟子であり、共に刑法学界における世界
的暁星の一つである」（15）とされるラートブル
ッフ（Gustav Radbruch）は、周知のとおり
ドイツ刑法学ないし法哲学の立場から深遠な
“文化論”を展開した。特に、ここでその論文
「３．社会主義の文化理念」および「２．社会
主義的共同体思想」（双方共に東京大学出版会
刊行「ラートブルフ著作集第８巻『社会主義の
文化理論』」26頁以下および14頁以下）により、
この理解を確認してみたい。
ラートブルッフ（この発音呼称は上掲の常盤著
「ラートブルッフ」に依る）は、牧野が上注（14）
部分で述べる「国家は…文化を促進せねばなら
ぬ…」という同旨のことを「文化の発展という
ものは新しい文化価値がたえずその環を広げつ
つ古い文化価値を包摂し、これを自分のなかに
組み入れていくことによって行われる」（16）と
し、そのいう「古い文化価値」および「新しい
文化価値」を各々「資本主義文化」および「社
会主義文化」として、両者は「対立」（17）しな
がら後者が「成長しつつある」（18）とするので
ある。その論旨をみると、資本主義文化（ブル
ジョア文化）は「その一点一画において資本主
義経済の像を反映している……資本主義は社会
を資本と労働とに分裂させ……持てる者と持た
ざる者という経済的対立を文化の領域において
……極端化している。……資本主義の興隆とと
もに、あらゆる文化領域の……独立化がはじま
ったのであり……文化の領域の内容では個別化
は最も細目の点までおし進められた。……文化
生活なるものはますます虚栄の市と化する」（19）
とする。
つまり、社会思想・原理による人間関係の変
化が、文化の領域やその領域内容を細分化し、
あらゆる価値を統合した社会それ自体の文化の
形成に影響するものとされる。その意味におい
て文化は対立するものとなるが、新たに社会主
義文化（プロレタリア文化）の「萌芽・はじま
り」（20）は「資本主義文化の崩壊から文化の新
しい一時代が生まれてくるかのごとくに思われ
た」（21）が、それは「……しばらくは一分派の
文化であった」（22）のであり、「ブルジョア文化
とプロレタリア文化の相互滲透のなかには求め
られるべくもない」（23）とされるのである。こ
こに、文化とはある社会現象の発現あるいは社
会情況の変化を契機として明確な一線を引くと
ころに形成されるものでないことをも認識し得
るのであり、社会思想・原理の変化に伴い人間
関係の有様が「新しい文化事実によって……世
界観として円熟する」（24）ところに形成される
ことを知る。
これを筆者などにおいて、具体的法制度を捉
えて考えるに、例えば資本主義文化から形成さ
れた市民法上の契約なる“雇用契約”制度（わ
が民法第623条以下）は、人格相互の平等関係とし
て労働対報酬の等価交換を実現すべく登場した
法文化の一態様といえる。それに対し、社会主
義文化から形成された社会法上の契約なる“労
働契約”制度（わが労働基準法第13条以下）は、社
盛岡大学紀要　第26号
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会的条件を異にする人間相互の対等関係として
労働条件を決定すべきとし（同法第２条１項）、
しかもその最低基準を法定している（第１条２
項）。これは、本質的に同一の社会事案に対す
る社会現象・社会情況の異なる発現ないし変化
から立法化された法制度とみれる。その意味で
前者を資本主義文化としての法文化、後者を社
会主義文化としての法文化ということができ
る。しかし、現在その両者は雇傭者対被傭者な
いし使用者対労働者なる法的用語の違いはあ
れ、同一の人間関係を法として規律し各々法的
成果をあげているのである（25）。
さらに、前述したように社会思想がその社会
の原理となる場合つまり「世界観として円熟す
る」において、「新しい文化価値」が「古い文
化価値」を包摂しつつ広がることにより「文化
の発展」が為されるといわれるのは、現代の労
使関係における契約の法体制として雇用契約に
対する労働契約の重要性の範囲が一層拡大して
おり、今や社会法たる労働法体系のなかに前述
の労働基準法の契約規定を拡大した“労働契約
法”の制定をみるに至っていることでも理解で
きる（26）。つまり、同法は法制度上市民法の雇
傭者対被傭者の個人関係を基本とする規律から
社会法の使用者対労働者の集団関係を基本とす
る規律への範囲を拡大したことを意味する。ラ
ートブルッフはいう、「成長しつつある社会主
義文化はただ集団の文化でのみありうる。しか
るにわれわれは教化された集団を共同体と呼
ぶ」（27）。ここに「教化された集団」とは、「新
しい時代の個人はつねに大衆のなかに存在する
（要旨）」（28）意味であるとされる。
ラートブルッフのいう「共同体」（Gemein-
schaft）とは、「人間の……共通な人間的課題
を通しての人間の結合、共通のことがら、共通
の戦い、共通の仕事、共通の作品を通じての結
合である。……社会主義の世界観の定式として
……共同体における人格、作品における共同体
……この定式が社会主義の文化観にとって妥当
性をもつ」もので、なお「真の共同体……あら
ゆる文化作品が結びついている文化、すなわち
部分が有機的に組織されている全体、生ける統
一こそそれなのだ」（29）とされる。ここで具体
的な問題を考えるに、労働法体系の労働組合法
における労働者集団は、上掲の「共通な人間的
課題を通しての人間の結合」として“労働組合”
を結成する。そこに結合する労働者は、具体的
に「共通の仕事」を通じて生活を支え合う「共
同体における人格」を共有する「社会主義の世
界観・文化観の定式」を帯有する「共同体にお
ける人格」（30）であることになる。
現代の法学を文化科学として捉えるなら、上
述したことを前提に人間の人間としての存在つ
まり生き方を、個人としての幸福および全体と
しての平和をめざす諸々の営みが文化と称し得
るとすれば、社会のあらゆる範疇において「共
同体文化」（31）が形成されていかなくてはなら
ないといえる。これは各々の時代・社会におけ
る文化現象として発現するものであり、そこに
存在するすべての人間の文化生活として実現さ
れなければならない。そのために人智としての
科学の役割が要請されるのであり、その一分野
として法学が人間関係の規律そして社会秩序の
維持を為すことが要請される。法学は古来から
古代ローマ法はじめ中世ゲルマン法等の発展過
程において、特に近代の資本主義文化たる市民
法（公法・私法）および現代の社会主義文化た
る社会法として体系化され、その各法制度にお
いて法文化と把握される目的と成果を示してき
ている。本節においては、この理解の範囲内で
の先駆者の諸論を概観してみたものである。
３．実定法学上の文化主義
前述した法学における文化理論の先鞭をつけ
られた洋の東西を代表する法学者として、牧野
は1917年（大正６年）「現代の文化と法律」を、
そしてラートブルッフは1922年「社会主義の文
化理論」（全集編者アウグスト・ラートマンのはしが
き）を公にされた（32）。その時期はドイツが第一
次世界大戦で敗戦した後の国家復興の体制とし
た“ワイマール共和制”を確立しつつある時で
あった。その確立基盤として制定された『ワイ
マール憲法』（1919年８月11日）は、国民主権・
法学における文化概念の考察（藤沢　攻）
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議会制民主主義を採用したもので、特に社会主
義文化といえる社会権の保障を世界憲法史上初
めて定めており、20世紀民主主義憲法の先駆
け・典型を為すものといわれる。
牧野は、上掲書（ワイマール憲法以前）におい
て「法律は社会文化の反影として、絶えず変化
し発達するものである」（33）とし、ドイツ社会
の新たな法文化を予想したともみられるが、そ
れは以下の論述にもうかがわれる。すなわち、
「われわれは、19世紀の法律文化を代表するも
のとして人権宣言（1789年）を挙げておかねば
ならぬ。……これに対して、20世紀の法律文化
を考えるについてはワイマール憲法が特に重要
なものである。人権宣言17カ条の規定は、人権
として19世紀の法律文化が基本視したところを
列挙したものであり、ワイマール憲法における
基本権の細目は、人権宣言における思想が20世
紀に至っていかなる変更を見るに至ったかを示
すものである。人権宣言は19世紀の全法律を支
配したものということを得よう。ワイマール憲
法における基本権の規定はまさに20世紀の全法
律のためにその基礎となっているものである」（34）
とされ、フランス人権宣言における基本権を基
礎として、前節で分析した社会の新たな文化事
実により法文化の進展が為されたという意義が
理解できよう。
ワイマール憲法の上の意味の典型的な内容と
して、第５節「経済生活」の第151条「経済生
活の組織は、各人に対し人たるに値いする生活
（ein menschenwu¨rdiges Dasein）を保障するこ
とを目的とし、正義の原則に適合することを要
する。この限界内において各人の経済上の自由
が保障される」（第１項）の規定が指摘される。
牧野は、「ここに『人たるに値いする生活』の
保障とある点が、人権宣言の自由及び平等の原
則に対するものである。この生存権の原則が、
新らしき人権宣言の基本を為しているのであ
る。この『人たるに値いする生活』が、まさに、
20世紀のスローガンである」（35）と指摘される。
つまり、共和制において国民の人権保障を憲法
上の基本権とした契機であるフランス人権宣言
は、その歩みたる文化の進展の過程においてい
わば自らが社会文化として発展するポイントと
して、人間の生活の様相を新たな社会思想・原
理たる社会主義の文化の観点から捉える転回を
した。
これが、前節で考察したラートブルッフのい
う「個人主義文化と社会主義文化との対立」（36）
であり、さらに両者は対立しながら後者が「成
長しつつある」（37）とされることであろう。こ
うした法文化をワイマール共和制に確立した当
事者であるラートブルッフは、ライヒ議会議員
（1920-1924年）さらにライヒ法務大臣（1921年10月
26日-1922年11月22日、再度1923年8月13日-同年11月2日）
として法文化のさらなる展開の途中にナチズム
によりその任を解かれた（38）。しかし、現代の
法文化発展の礎を築いたその理論は重要な意義
をもつ。わが国法学者のなかで、「前後８年に
亘って、師の家庭外居候」として学んだと自認
される常盤敏太博士（以下常盤と略称）は、「ラー
トブルッフが、人間文化の過去現在将来に最大
の影響をもたらすべき思想をあきらかにしてい
る……かれの思想こそ……ドイツではもちろ
ん、徐々に世界中の人間社会生活、政治・文化
生活の根幹的思想となりつつある。ワイマール
憲法（現ボン基本法の源流）の根本思想たる人
間の尊厳、社会主義生活の福祉・文化も、かれ
の主唱したところであり……」（39）とする。
そして、常盤は、ラートブルッフが何よりも
その法学的文化理論をナチズムにより否定され
たことを惜しみ、「自己を忘却して超個人的目
的に奉仕する人は、知らない間に、人格者に成
熟するのである……国民についていえば、特に
その個性を発揮せんと努力することなしに……
人間的文化任務……もしくは正義に奉仕しなが
ら、それによってのみ、その国民的特異性が充
たされ得るのである……ドイツ人の、ひたすら
事物のためにのみ制作したものは、すべて純粋
にドイツ的である。しかも、ただただ、かくの
如きドイツ的類別を受けた制作が純粋に物的努
力から発祥している限りにおいて、その効果は
国の限られた範囲に制限されないで、世界中に
その国民を宣伝することになる……」（40）とさ
れる。つまり、ワイマール体制をみると、ドイ
盛岡大学紀要　第26号
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ツ的精神が私的次元を超えて真理・正義に奉仕
する時、人類共通の普遍的価値として文化任務
を果たすことになると理解されるのである。
その意味において、ワイマール憲法はドイツ
的精神が現代の法文化として開華されたものと
一応理解できようが、その発現として注意すべ
きは、牧野が指摘する「ワイマール憲法は、人
たるに値いする生存の保障ということを揚言す
ることになった。人権宣言が廃棄せられてワイ
マール憲法となったというのでない。19世紀の
憲法が、おのずから進化して、20世紀の憲法と
なったのである。この進化ということを考える
ことに因って、日本国憲法の面目が理解せられ
ることになる……日本国憲法第25条は、『健康
で文化的な最低限度の生活を営む権利』の保障
を規定する……20世紀の憲法としては、資本主
義に対する批判としてこの規定は、当然に設け
られるべきものとせられた……」（41）とされる
意義についてである。すなわち、わが憲法にお
ける進化としての生存権保障は、わが法文化の
発現としての意義ありやということである。
この問題につき、筆者は次のように考える。
すなわち、近代社会を確立させたルソー（Jean
Jacques Rousseau）等の啓蒙思想は、自然状態
における人間存在を本質的に捉えることによ
り、その本来の意思は多数人間の社会状態の下
で自由と平等をめざすが故に、社会契約を通し
て国家なる統治体制をつくるという社会観を基
礎とする。その統治体制なる社会を確立・維持
するために国家として社会契約を通した法制度
をつくり出すことになるが、法は人間を抽象的
な契約主体つまり単に人格（具体性をもたざる
PERSON）として捉え、その相互関係つまりあ
らゆる人間関係を絶対的平等（均分的正義の関係）
であるべく規律するものとして定立される。す
なわち、同法は、その社会観から達成されたフ
ランス市民革命の人権宣言に基づくフランス第
一共和制憲法（1791年9月14日制定）から近代市民
法として形成された基本原則としての法文化で
あり、わが現行憲法第13条“個人の尊厳性”お
よび第14条“法の下の平等”規定となっている。
ところが、現代社会へと時代の変遷を迎え、
近代市民社会の法制度はその特性たる自由競争
原理の成熟さらに産業革命の進展による人間の
具体的生活条件の相違・格差の拡大、つまり唯
物史観・社会主義の捉える現実の階級構造下の
不平等関係に対応不能を呈した。この社会的不
平等は、近代市民社会の想定せざる社会現象で
あり、この現代に特有の社会現象に対する新た
な社会政策として対応すべき法制度がつくり出
された。法は人間を具体的な人間そのもの
（Mensch）として捉え、その人間関係を相対的
平等（配分的正義の関係）であるべく規律するも
のとして定立される。それは、本来ゲルマン民
族の身分法的法制度（Gemeinschaftrecht）を
母胎として現代に開華した現代社会法として形
成されている数々の法文化を総合したものであ
る。これが、前掲のワイマール憲法第151条で
あり、わが現行憲法の特に第25条である（42）。
この近代から現代への社会の変遷あるいは社
会原理の推移において、牧野は前掲のとおり
「19世紀の憲法が、おのずから進化して、20世
紀の憲法となった」とされる。つまり、近代市
民法の基本たる憲法原則の“個人の尊厳性”お
よび“法の下の平等”と、現代社会法の基本た
る憲法原則の“生存権”すなわちワイマール憲
法の“人たるに値いする生活の保障”、および
わが憲法の“健康で文化的な最低限度の生活の
保障”とは、「進化」としてどのような関係に
なるのであろうか。これを社会情況としては変
遷なり変化といえようが、ここではつまり「法
文化の進化」ということであろう。近代市民法
は、封建制社会の人間価値の身分的拘束からの
差別体制を打破するための法文化を展開したも
のであり、社会の歴史としての大転換つまり市
民革命の成果であったが、現代社会法は、その
市民法を温存しむしろ市民法を基礎として、個
人の尊厳性なり万人の平等性を実現する上に、
さらにその実現から除外される現代特有の境遇
に陥ってしまう人間の存在を捉え、その範疇に
おける社会条件からの差別体制を打破するため
の法文化を展開するものといえようか。
従って、ここに特徴的なことは、現代社会に
おいて市民法は過去人類が長年苦難を経た封建
法学における文化概念の考察（藤沢　攻）
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的な人間価値の抑圧を現在・将来にわたっても
たらすことのない法文化を維持・形成すべき役
割を永久に担うべきものとし、他方、社会法は
まさに現代社会特有の社会条件の相違に必然的
に位置づけられる不平等関係の下での人間価値
の差別を現時点で解消し、将来にわたって逆行
することのない法文化を実現・形成すべき役割
を担うべきとされよう。フランス第一共和制憲
法およびドイツワイマール憲法は共にこの二つ
の法文化を掲げ、現在において各々の役割を通
じた共通の法文化へとその内容を融合させ、現
代の重要な世界の法文化として展開するに至っ
ている。この情況を“憲法の20世紀への進化、
さらに21世紀への進化”といえよう。
特定の国家の憲法内容が、時代と国境を超え
て本質的に同じく進化することを、筆者は法文
化の展開と捉えるのであるが、その展開は現代
においては当然に国際的意義をも有するもので
なくてはならない。現在、国際組織の典型は
1945年発足した国際連合であり（6月26日）、その
「国連憲章」（同年10月24日発効）において、まず
前文で「基本的人権と人間の尊厳及び価値……
をあらためて確認」すべきものとし、特に第１
条３項で種々の国際問題の主要な点として“文
化的性質（cultural character）を有する問題を
解決する”ことについて「国際協力を達成する
こと（To achieve international cooperation）」
と定める。
これを受けて、「世界人権宣言」（1948年12月10
日採択）は、その前文で「人類社会のすべての
構成員の固有の尊厳と平等……を承認する」と
し、特に第22条で「すべての者は、社会の構成
員として……文化的権利（cultural right）の実
現を求める権利を有する」とし、さらに、第27
条第１項で「すべての者は、自由に社会の文化
的な生活（cultural life）に参加し、芸術を享受
し、並びに科学の進歩及びその利益を享受する
権利を有する」と定めている。この規定につき、
牧野は「20世紀らしい新しい人権宣言である…
…それは、自由権的権利を十分に尊重しつつも、
しかし、更に生存権的人権の拡充を目標として
いる……その特に著しいのは、第22条に規定せ
られる社会保障の権利である……これは、明ら
かに、ワイマール憲法の『人たるに値いする生
活』を言い換えたもので……わが憲法も、亦…
…第25条において『健康にして文化的な最低限
度の生活』の保障を規定することになった」（43）
とされる。
このように、世界の法制度の発展は単なる歴
史の変遷ではなく、そのことと軌を一にしなが
らもまさしく進化を遂げて展開してきている。
ここでその整理をするなら、近代市民社会は封
建制社会における人間価値の抑圧・否定の体制
を実力（革命）で変革し、人間の個人格の尊厳
性および人間相互の万人の平等性を確立すべく
法制度を整えるところに、社会文化として統合
する法文化を樹立したのであり、さらに現代の
自由主義による個人価値の絶対性と産業構造の
大転換とによって出現した社会的構造格差つま
り経済条件の不平等を克服すべく法制度を整え
るところに、新たな社会文化として登場した法
文化を並列させたのである。この両者は、いま
近代市民法および現代社会法として各国家そし
て上にみた国際連合の下の国際社会において、
その歩みの両輪として重要で効果的な役割を担
っているのであり、法文化そのものの進化によ
る総合された法文化たる意義を発揮していると
いえよう。
４．文化的生存権の内容と展開
ドイツ・ワイマール憲法は、法規定として世
界初の“生存権”の保障規定である「人たるに
値いする生活の保障」を定めた（第151条１項）。
それを受け継ぎ国際連合：世界人権宣言は「人
間の尊厳にふさわしい生活を確保」する権利を
定めた（第23条３項）。その間にわが国も現行憲
法において「すべて国民は、健康で文化的な最
低限度の生活を営む権利を有する」と規定した
（第25条１項）。これらの規定はいずれも20世紀以
降の国際社会に共通する社会情況の変化すなわ
ち前掲牧野の指摘する「資本主義文化（ブルジ
ョア文化）から社会主義文化（プロレタリア文
化）」への変遷において、現代社会に特有の社
盛岡大学紀要　第26号
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会経済的構造変化としての人間関係の不平等に
対応すべき社会文化の要請から法文化として人
間の尊厳性と人間関係の平等性と並んで、特に
経済条件の下で不利益な社会階層に位置づけら
れる人間の生存（権）確保を担うべき法制度の
根幹となるものといえる。
すなわち、国家の国民はもちろん世界人類と
いう規模でのすべての人間が生存するつまり生
きることの権利、厳格に人間として生きる権利が
認められ、かつその権利によって人間らしく生
きることが確保されるべきであるとの法文化が
現われた法規定なのである。ワイマール憲法お
よび世界人権宣言の各文言は、またわが憲法のそ
れも上記したように各々の相違はあるが、その
起源はワイマール憲法の“ein menschenwu¨rdiges
Dasein”である。日本語としては「人間らしい
生活」や「人間に値いする存在」との表現がな
されるが、わが憲法では、「①“健康で”、②
“文化的な”、③“最低限度の”生活を営む権利」
という表現になっている。
この三点の表現は、わが現行法の文言として
他に用いられてはいないので、具体的意味内容
は明瞭でないが、筆者として①点は“心身共に
健やかに”、②点は“自己の幸福を通して社会
的価値に奉仕できる”、③点は“その条件を満
たし得るだけの”「生活を営む権利」の意味に
理解しておきたい。この意味の権利が、「社会
権」としての「生存権」とされ、かつて18世紀
から世界に広く憲法保障が為された「自由権」
に対して「20世紀の国家及び憲法の課題とされ
るにいたった」（44）とされる。そのいう「課題」
とは、同条第２項に「国はすべての生活部面に
ついて、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向
上及び増進に努めなければならない」と規定さ
れ、裁判例により「この規定により、直接に、
個々の国民は、国家に対して具体的現実的にか
かる権利を有するわけではない」（45）とされる
けれども、牧野が「19世紀の憲法は、人権のた
めに国家の権力を制限することのみ考えていた
……これに対し、20世紀の憲法は、人権のため
に国家の行動を促進することを更に問題とする
……」（46）との意味を表わしているとみられる。
この憲法規定の源が、ワイマール憲法そして
世界人権宣言であるとされるが、これがわが憲
法に規定される経緯につき、必ずしも公に確認
されてはいないようではあるが、少なくとも憲
法制定過程のマッカーサー草案にも、その後の
議会に提出された憲法改正案にも、この生存権
規定（1項そのもの）は存在しなかったのは明ら
かであり、衆議院での審議段階において社会党
議員のイニシアティブにより新たに設けられた
条文であるとされている（47）。ここに、結果的
に制定された生存権保障規定が、特にワイマー
ル憲法なる当時の西欧社会主義文化の法制度に
強く影響されたことは前述してきた通り理解し
得るが、わが国の社会思想・原理から生ずる文
化なる意味での特質が本規定に内在していない
とは認められない。
筆者は、わが国の社会思想といえるものとし
て、例えば仏教文化のなかの浄土思想として、
戦乱時代における犠牲者の供養としての祈りの
なかに当時の庶民に健やかな生活による幸福を
願望する心が強く根ざし、そして表現されたで
あろうことは想像に難くない。そうした伝統的
心・精神が存在すればこそ、第二次大戦敗戦そ
して国家崩壊後の新しい国家再興の過程におい
て、被占領当時のＧＨＱから提示されたポツダ
ム宣言に基づく憲法草案の内容として、「戦争
の放棄」なる平和主義の原理を何らの問題なく
受容し、戦後のわが国の基本的理念として保持
し続けていると考え得るであろう。これは、当
然わが国の諸外国に対する国際関係における国
家の基本姿勢ではあるが、これを掲げた平和憲
法の国民に向けた内容でもあることは、その前
文「日本国民は、恒久の平和を念願し……平和
を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われ
らの安全と生存を保持しようと決意した」との
確認において明らかである。
わが憲法において、その基本原理とされるの
は（1）平和主義―戦争の放棄、（2）自由主義
―基本的人権の保障、（3）民主主義―国民主権
の確立、（4）社会主義―生活（福祉）の充実―
である（48）。このうち、（2）自由主義は、フラン
ス革命を行なう原動力となった啓蒙思想として
法学における文化概念の考察（藤沢　攻）
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の人間の個人的価値を確立すべく、人権宣言さ
らに第一共和制憲法の内容として展開された個
人主義的な法文化であり、（3）民主主義は、古
代ギリシャに誕生した人民が国家統治の権力を
所有し行使する政治原理として、フランス革命
後そしてアメリカを中心に展開された政治形態
としての法文化である。それに対し、（1）平和
主義および（4）社会主義は、上述したように
過去において全く存在しない社会思想・原理と
はいえない、多少なりとも伝統的に国民意識の
なかに存在する心・精神いうなれば“心身共に
健やかに、自己の幸福を通して社会的価値、さ
らに人類全体が享有できる価値に奉仕する”こ
とを法文化として、その展開を一方に国内外に
おける「戦争の放棄（平和社会の実現）」、他方
に国内における「社会主義の政策（国民生活の
充実）」に具体化したといえるのではあるまい
か。
従って、この（1）平和主義および（4）社会
主義が憲法原理とされる基盤は、わが国の社会
思想・原理なる法文化の母胎として存在したと
みるとすれば、特に「社会主義の政策（国民生
活の充実）」に関していえば、ワイマール憲法
の規定内容を同じくする生存権保障を何らの問
題なく受容し、現在なお憲法原理および国家理
念の一つとして存続させ、なおその文意通りの
「すべての生活部面について、社会福祉、社会
保障及び公衆衛生の向上及び増進に努め……」
つつある。むしろ、わが国の現在・将来におい
てこの国民生活の問題は益々重要な国家・社会
の問題となっており、法制度として具体的・現
実的にも亘る政策として国民生活への有効な法
的対応が要請されている。その意味において、
現行の生存権保障の法制度は、ワイマール憲法
により世界の規模でその「……法律文化のため
に礎石を据えた…」（49）といわれつつも、一方
においてわが国の法文化でもあるといい得ると
思われる。
上の「すべての生活部面」の一面として、労
働基準法に国民の「労働者」としての生活保障
を規定する。すなわち、同法第１条１項に「労
働条件は、労働者が人たるに値する生活を営む
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ための必要を充たすべきもの……」とし、２項
に「この法律で定める労働条件の基準は最低の
ものであるから……その向上を図るように努め
なければならない」とする。この１項は憲法第
25条１項と異なる文言で、ワイマール憲法の日
本語への直訳表現であるが文意は当然憲法規定
と同じと解される。同法は既述したように社会
主義における法文化として形成された法制度で
あり、特に労働契約上の労働者の労働条件を保
護する目的をもつ。現代社会の多くの人間生活
態様は、資本つまり生産手段を元に社会形成の
一翼を担う使用者と、賃金つまり生活の糧を必
要とする労働者に大別され、その両者の社会実
態は特に経済的優劣の不対等関係を特質として
いる。
こうした特質を直接の前提に、現代の社会主
義文化は不対等つまり社会生活上現実の経済的
優位対劣位（有産者・ブルジョアジー対無産者・プロ
レタリアート）の人間関係を、対等すなわち実質
的な平等関係に是正する任務をもつ法文化とし
て社会法原理による労働法体系を形成した。こ
れは、まさに資本主義文化として近代社会が人
間を抽象的人格と把握し、社会生活の現実での
形式的平等を実現することを目指す法文化たる
市民法原理による法的矛盾、この社会実態たる
不対等を是正する有効な法体系となっている。
すなわち、労使関係なる現代特有な拡大する社
会格差において、人たるに値いする生活を維持
し得ない多数労働者に対して、法的対応として
その生活実態の実情・生活レベルの把握の上に
劣悪な生活条件の「人たるに値いする・健康で
文化的な最低限度の生活」の確保を法制度から
実現しなければならないこととなる（50）。
その具体的な内容を若干みるに、まず第13条
において、「この法律で定める基準に達しない
労働条件を定める労働契約は……無効とする。
……無効となった部分は、この法律で定める基
準による」とされる。つまり、労使関係におい
て市民法たる民法上の雇用契約は基本的に適用
され、当事者同志が「労働」と「報酬」の交換
を「約することによって、その効力を生ずる」
（第623条）のであるが、その内容たる労働者の
2藤沢  09.3.26  12:49  ページ17
処遇条件が労基法に定める基準を充たさなけれ
ば法的に認められないという社会法たる労働法
上の規制が民法に優先する。次に雇用の契約の
解除・解約につき、雇用期間が5年以上か終身
のときは5年経過後いつでも解除できる（民法第
626条1項）、あるいは雇用期間の定めがないとき
はいつでも解約の申入ができる（同法第627条1項）
のであるが、使用者が労働者を一方的に解雇す
る場合にはかつての労基法第18条の2規定を新
たに独立させた形の労働契約法（平成20年3月1日
施行）第16条により、「客観的に合理的な理由を
欠き、社会通念上相当であると認められない場
合は、その権利を濫用したものとして、無効と
する」とされるのである。
この労働法規定は、もともと民法上の平等関
係にあるとされる労使関係の特に使用者への強
行法的性格をもった現代社会法の特徴的な法規
定であり、その法理念は明らかに労基法第1条
の目的であり、さらに基本的理念としては憲法
第25条のめざす目的である。その他に、労基法
から独立した最低賃金法に定めた「賃金の低廉
な労働者に……最低額を保障することにより、
労働条件の改善を図り、もって、労働者の生活
の安定……を目的とする」（第1条）や、労基法
から同様に独立した労働安全衛生法にいう「労
働災害の防止のための危害防止基準の確立……
等その防止に関する総合的計画的な対策を推進
することにより職場における労働者の安全と健
康を増進する……ことを目的とする｣（第1条）
等との法規定は、共通して国民の労働者として
の生活部面における「人たるに値いする・健康
で文化的な最低限度の生活を営む権利」たる生
存権の保障、そしてそれに対する国家の保障義
務の法文化の表われとしての法規定といえるで
あろう。
現代の社会主義文化たる社会法体系に樹立さ
れた人権として、つまり現代特有の人権概念と
して生存権を理解するには、近代の資本主義文
化たる市民法体系に樹立された人権たる自由権
との法文化という観点からの対象性を明確にし
ておく必要がある。ラートブルッフは、両者の
本質的な相違として「労働・仕事」を基準の一
つと捉え、自由権の性格を「あらゆる偉大な仕
事の母である聖なる忍耐のかわりに、腕達者に
なろうという熱病があらわれる。もはや労働や
仕事に対するよろこびは創作者にとっての原動
力ではなく、名声がそれである……文化生活な
るものはますます虚栄の市と化す」（51）のに対
し、生存権の性格を「人格はただ仕事と共同体
とへの献身によってのみ発展をとげうると同じ
く、仕事はまた人格の発露……労働の喜び……
なのであり、共同体はただ人格の生命によって
のみ生きる……国民的共同体なくして文化なし
である……この定式が社会主義の文化観にとっ
て妥当性をもつ」（52）として、人間の共同社会
における共通の仕事たる労働の喜びを通して現
代の法文化が形成されるものと指摘している。
わが国でも、牧野が現行憲法施行直後から
「新憲法は生存権に関して……第25条に至り、
生存権の拡充に対する国家の積極的な任務が規
定せられ……ここには、生存権についてその文
化的要素の特に明らかにせられていることが、
注意せられるべきであろう」（53）、さらに「日本国
憲法は生存権に関する規定を設けることになっ
た……国家は、国民の各自に対し、最低限度の
生活を保障せねばならぬのであり、その最低生
活は、物質的に健康を保持するに十分なもので
ある外に、なお、文化的な性格をも具備するも
のでなければならぬのである」（54）と指摘する。
すなわち、現代に至り形成された憲法以下に
生存権として保障される新たな人権は、社会主
義文化の法制度における開華であり、法の果た
すべき役割として、現代の社会構造上特に経済
的優劣の不対等な情況に社会的弱者として位置
づけられる人間としての存在（生活）の確保を、
国家なる社会体制の下に積極的に遂行すべきこ
とを示す。その起源たるワイマール憲法は、わ
が憲法に特に“文化的な生活”を国民に保障す
べきを、さらに労基法にそれを労働者にと明示
し、そのことは国際的にも国際連合憲章に“文
化的国際問題を解決”そして世界人権宣言に
“すべて人は、自由に社会の文化生活に参加”
することの保障が明示されており、これらの国
内外の法制度に共通する人類の法的権利を総括
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して“文化的生存権”と理解すべきものといえ
よう。
５．結び
法学は、科学として、人間の社会生活におけ
る秩序を形成する規範は何か、具体的には人間
個々人の幸福な生活引いては人間関係すべての
平和な生活関係の形成（存在）に、多様に必要
となるべき解決方法（当為）をもって、真理た
る社会原理として探究する社会科学の一分野で
あるといえる。
その果たすべき役割としては、従って第一に、
人間および人間関係の現実の幸福な生活引いて
は平和な生活関係が現実にいかに存在・具現し
ているかを認識することが必要であり、その前
提の上に第二に、上の存在をいかようにそのあ
るべきという当為の方向に修正・実現していく
べきかの社会原理を見極めていくことになる。
その法学方法論には、古代ローマ法を起源と
して近代自由主義（本文中、資本主義と称した部分）
体制の下確立した市民法（具体的には公法・私法
の二大体系）において、封建社会の人間価値の身
分的拘束からの解放を行なうべき法制が整備さ
れ、さらに中世ゲルマン法を起源として現代社
会主義体制の下確立した社会法（公法・私法に続
く第三法体系）において、現代社会特有の経済条
件の優劣格差を端緒とする生活困窮者の生活
（生存）保障の実現を行なうべき体制が整備さ
れてきた。
前者は、封建制下において人間たる人格を無
視・否定する社会体制に対する人々の自由思想
（啓蒙思想）が、市民法の法制度を形成せしめ
た意義による法文化の展開であり、後者は、そ
の法文化が生起させるに至った現代社会の構造
的不対等を是正すべしとする社会主義思想が、
社会法の法制度に形成せしめた意義による法文
化の展開であった。現代社会は、この両者の
各々の時代的思想すなわち各社会文化、そして
そこから各法制度を形成してきた両法文化が、
いずれの次元においても併存して各々の生活部
面に対して、総合された法文化として確立され
ていることを上述本論で考察してきたものであ
る。
以上の考察により、人間の生活基盤たる社会
はいかなる場所であれ、さらに総体的な国際社
会であれ、その構成員たる人間のすべての幸福
な生活および平和な関係があるべき当為の目標
とされるのであり、その意味において国家・社
会は文化的使命を全うすべきであり、少なくと
も現代の国家のその特性からすべては文化国と
いうべきであろう。その内容を、近代自由主義
国家であれ現代社会主義国家であれ、その両者
を複合している国家であっても、その全てにお
ける文化国の理論的展開をラートブルッフおよ
び牧野を主に確認した。
そこから得た結論は、「法学はまさしく文化
現象を対象に人間生活の文化的価値を考え、文
化的理論を論ずる学」としての一つの「文化科
学」であると理解する事ができた（55）。
注
（１）この意義につき、例えば自然科学たる物理学上で
も、“核兵器の廃絶は平和で公正な世界をめざす世界
世論”との主旨で「『ラッセル・アインシュタイン宣
言』＋日本国憲法で核兵器と戦争廃絶の『科学者京
都会議』→パグウォッシュ会議の核抑止論の脱却に
貢献→1990年代の核兵器廃絶の世論」が発表された
（沢田昭二名誉教授講演『核兵器廃絶と憲法９条』―
「九条科学者の会・3周年記念の集い」2008年3月9日）。
筆者は、以下本文で論ずるように、「社会文化」の
問題範疇には、核兵器廃絶等による世界平和も当然
包含されると認識する。
（２）同旨、高佐智美「国際人権法における『個人』と
普遍的な人権保障」（『法律時報』第80巻1号、2008年1
月1日）63頁以下参照。
（３）牧野英一著（以下「牧野」と略す。ここに引用・
参照の著書の多くは岩波書店刊である。他発行所の
ものは特記する）「法律文化の二十世紀」（春秋社刊、
昭和25年8月15日）56頁以下、特に68頁および75頁以
下参照。
（４）文化人類学上では、「文化」の意義につき、“文化
相対主義”つまり「どの文化もそれぞれ所与の環境
への最適の適応方法として歴史的に形成されたもの
であり、すべての文化がそれなりの価値を内在して
いる」とみるのが一般的であるとされる（「文化人類
学事典」弘文堂刊、67頁以下）。
（５）牧野「現代の文化と法律」（大正6年4月6日刊）129、
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151、379頁より抜粋。
（６）牧野の数々の著作の内容は、『書斎の窓―牧野英
一先生を偲ぶ―』（有斐閣刊、昭和45年7月1日）にお
ける『牧野英一博士『主要著作年表』」49頁以下に詳
しい。
なお、牧野の刑法学および法理学を通じてのわが
国現代法学の先駆者としての紹介については、特に、
常盤敏太著「ラートブルッフと教育刑」（鳳舎刊、昭
和43年5月20日）310頁以下を参照されたい。
（７）牧野「法律における意識的と無意識的」（大正14
年3月30日刊）26～27頁。
（８）牧野・上掲233～234頁。
（９）牧野「法律における倫理と技術｣（昭和9年5月30
日刊）144頁。
（10）牧野「法理学」（昭和24年8月5日刊）307頁。
（11）牧野「刑法の30年」（昭和13年5月28日刊）196頁。
（12）牧野「刑法における法治国思想の展開」（昭和6年
5月25日刊）490頁。
（13）牧野「刑法改正の諸問題」（昭和9年1月10日刊）34
頁。
（14）牧野「刑法の30年」197頁。
（15）常盤敏太著「ラートブルッフ」（鳳舎刊、昭和43
年10月15日）127頁。
（16）東京大学出版会刊「ラートブルフ著作集・第8巻
『社会主義の文化理論』」41頁。
（17）ラートブルフ・上掲36頁。
（18）ラートブルフ・前掲33, 34, 41頁。
（19）ラートブルフ・前掲26～28頁。
（20）ラートブルフ・前掲31, 32頁。
（21）ラートブルフ・前掲30頁。
（22）ラートブルフ・前掲31頁。
（23）ラートブルフ・前掲32頁。
（24）ラートブルフ・前掲32，39頁。
（25）この点については、橋本文雄著「社会法と市民法」
（岩波書店刊、昭和9年3月17日）183～184頁も参照さ
れたい。
（26）労働契約法は、労働基準法の中の「労働契約」の
規定部分につき、その運用上の不備を補う裁判例の
蓄積における法理を統一すべく、独立法として平成
19年12月5日に成立した。その制定経過については、
拙稿「労働契約における当事者意思の考察―労働契
約法運用における問題点―」（『盛岡大学紀要』第24
号・2007年3月30日刊，11頁以下）を参照されたい。
（27）ラートブルフ・前掲33頁。
（28）ラートブルフ・前掲32～33頁。
（29）ラートブルフ・前掲16，19頁。
（30）ラートブルフ・前掲16頁。
（31）ラートブルフ・前掲33頁。
（32）ラートブルッフの“文化論”は、1914年「法哲学
綱要」（同著作集・第2巻）に既に公にされていたが、
本書の中でその詳細を展開された。
なお、鈴木敬夫博士は、多大なラートブルッフ研
究の一環として「自由な社会主義について―Ｇ・ラ
ートブルッフ著『社会主義の文化理論（1949）』の現
代的意義」（『札幌学院法学』札幌学院大学、第20巻1
号、2003年9月30日刊）において、ラートブルッフの
“文化理論”につき次のように論じられる。すなわち、
「ラートブルッフは、1922年に『社会主義の文化理論』
（Kulturlehre des Sozialismus）を著したが、これは
社会主義に対する彼の所信表明であり、同時に『ナ
チスだけではなく、いかなる他の全体主義的な非人
間的テロルに対しても断固として反対する立場』を
とるという意思でもあった」（110頁）との下に、「彼
は……『個人主義的見解』に賛成の態度を示し……
この態度こそ、ラートブルッフが“相対的な自己制
限”……を捨てて、断固として『社会的な個人主義』
……の立場を鮮明に表したものである……」（116頁）
とし、「最終的には共同で、個人そのものに奉仕する
人間的な指標、“自由な社会主義”（F r e i e r
Sozialismus）という目的像を目指していた」（135頁）
と評価されている。
（33）牧野「現代の文化と法律」33頁。
（34）牧野「法理学」2～3頁。
（35）牧野「法律文化の五百年」（昭和41年6月20日刊）
133頁。
（36）ラートブルフ・前掲36頁。
（37）ラートブルフ・前掲34頁。
（38）ラートブルッフのこの時点の志の叫びを、現代の
法文化発展の礎として確認しなければならない。曰
く「憲法記念日―今日は誇りの日でも歓喜の日でも
なく、懺悔の日である。現行の民主主義的憲法のな
かで、今日ではまず第一にその独裁一条項……一独
裁がデモクラシーを救うために役立たねばならぬな
どとは！　だが無力になったのは憲法ではなくて、
憲法を運用する義務を負っている人間どもと政党な
のだ。」（前掲66頁）。
（39）ラートブルフ・前掲132～133頁。
（40）ラートブルフ・前掲30頁。
（41）牧野「刑法の在り方｣（昭和33年6月2日刊）95, 97頁。
（42）この点の筆者の詳論につき、前掲「労働契約にお
ける当事者意思の考察―労働契約法運用における問
題点―」14～15頁を参照されたい。
（43）牧野「法律文化の二十世紀」18～19頁。
（44）清宮四郎著「憲法Ⅰ〔新版〕」（有斐閣刊、昭和46
年11月5日）64頁。
（45）宮沢俊義著「日本国憲法」〈コンメンタールⅠ〉（日
本評論社刊、昭和47年2月25日）265頁。なお、同著
「憲法Ⅱ〔新版〕」（有斐社刊、昭和46年12月5日）434
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～435頁参照。
（46）牧野「法律における理論の論理」（昭和28年1月1日
刊）12頁。
（47）大石眞著「日本憲法史」（有斐閣刊、1995年3月30
日）286頁以下参照。
（48）小田中聰樹著「希望としての憲法」（花伝社刊、
2004年10月28日）参照。ここでは特に、「……平和、
人権、民主主義、それから生活（福祉）、これらを人
間の目できっちりとつかまえ、それらを不可分一体
のものとして保障する国家観、社会像、そしてそう
いう国家・社会をめざす人間像を打ち出している点
で、日本国憲法は世界に類のない思想的な高さを持
っている……」（29頁）との意義を指摘される。
（49）牧野「法律文化の二十世紀」5頁。
（50）この情況にある労働者の問題として、まさに今
「世界不況のあおりを受けて、非正規社員らの削減…
…相次ぐ『派遣切り』に、不安を抱える労働者から
は、対策を求める大合唱が起きている……自動車、
電機、工作機械……。製造業を中心に非正規社員の
大規模な削除が相次ぐ。その数は厚労省が把握して
いるだけでも来年3月までに約3万人。日ごとに増え
る……政府や与野党は雇用対策への取り組みを強め
ている。与党のプロジェクトチームは3年間で100万
人の雇用を支えるために、派遣労働者を直接雇用し
た派遣先に最大100万円を助成するなどの対策を検討
している」（『朝日新聞』平成20年12月5日付第一面ト
ップ記事）等が、生存権に関する現今の具体的問題
発生の一つといえよう。
（51）ラートブルフ・前掲28頁。
（52）ラートブルフ・前掲16,19,20頁。
（53）牧野「新憲法と法律の社会化」（日本評論社刊、
昭和23年8月20日）182～183頁。
（54）牧野「日本国憲法講和」（警文社刊、昭和24年5月
20日）97～98頁。
（55）牧野「法律における意識的と無意識的」233～234
頁。
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